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令和元年度　なごや環境マネジメントシステム（N-EMS）運用状況報告

《概要版》



１　N-EMSの概要



		区　分

		内　　　容



		目　的

		市自らが率先して環境に配慮した行動を実践し、環境への負荷の低減や環境保全・再生を図るため策定した名古屋市役所環境行動計画で掲げる目標の進行管理を適切かつ効果的に運用する。



		対象範囲

		原則として、市が直接実施している事務・事業



		管理項目

		温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、環境への配慮活動







２　令和元年度の主な運用状況

（１）温室効果ガス排出量の削減

ア　削減目標

温室効果ガス排出量は、2013（平成25）年度を基準として、2030（令和12）年度までの目標を設定している。



		区　分

		総排出量

		



		

		

		一般事務

事業

		市バス・

地下鉄事業

		上下水道

事業

		ごみ処理

事業



		削減目標

		△24％

		△39％

		△26％

		△23％

		△15％







イ　排出量の実績

令和元年度の温室効果ガス排出量は78.1万トンで、基準年度比4.8％の削減、前年度比2.4％の削減となった。

減少の要因としては、電力消費量の減少のほか、主要な電気事業者の温室効果ガス排出係数の改善などが挙げられる。

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		平成30年度

		令和元年度

		



		

		

		

		

		基準年度比

		前年度比



		一般事務事業

		17.9

		17.4

		16.2

		△9.7％

		△6.6％



		市バス・地下鉄事業

		16.8

		15.5

		15.0

		△10.9％

		△3.7％



		上下水道事業

		18.5

		17.6

		17.3

		△6.5％

		△1.8％



		ごみ処理事業

		28.8

		29.5

		29.6

		　2.9％

		0.3％



		合　計

		82.0

		80.0

		78.1

		△4.8％

		△2.4％





（単位：万t-CO2）



一般事務事業  　　市バス・地下鉄事業　 　上下水道事業　 　ごみ処理事業





△24％



















（目標年度）

（基準年度）







（２）エネルギー使用量の削減

ア　削減目標

最終エネルギー消費量は、2013（平成25）年度を基準として、2030（令和12）年度までに20％削減する目標を設定している。



イ　排出量の実績

令和元年度の最終エネルギー消費量は8,404千GJで、基準年度比7.6％の削減、前年度比2.7％の削減となった。

減少の要因としては、省エネルギーの取組やＬＥＤ照明といった高効率機器導入の推進、暖冬の影響による燃料消費量の減少が挙げられる。

また、ごみ処理事業における売電量の増加も、最終エネルギー消費量削減の一因となっている。

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		平成30年度

		令和元年度

		



		

		

		

		

		基準年度比

		前年度比



		一般事務事業

		3,627

		3,588

		3,458

		△4.7％

		△3.6％



		市バス・地下鉄事業

		3,056

		2,974

		2,943

		△3.7％

		△1.0％



		上下水道事業

		2,673

		2,539

		2,559

		△4.3％

		0.8％



		ごみ処理事業

		△257

		△463

		△556

		△116.4％

		△20.0％



		合　計

		9,099

		8,637

		8,404

		△7.6％

		△2.7％







※　エネルギー使用量から非化石燃料由来（廃棄物発電、太陽光発電等）の売電量に相当するエネルギー量を差し引いている。

一般事務事業　 　市バス・地下鉄事業　　 上下水道事業　　 ごみ処理事業



△20％

(年度）

（基準年度）

（目標年度）

R12

0

(千GJ)





（３）環境への配慮活動

N-EMSでは、温室効果ガス排出量及びエネルギー使用量のほか、環境への配慮活動も管理項目として定めており、令和元年度の結果は以下のとおりであった。



		区　分

		平成28年度実績

（基準年度）

		令和12年度目標

		令和元年度実績



		次世代自動車の導入割合

		16％

		20％

		22％



		エコドライブ講座受講者数

		―

		（累計）

1,500人

		85人



		大気汚染の管理

		

		

		



		

		NOx排出量

		220ｔ

		できる限り削減

		212ｔ



		水質汚濁の管理

		

		

		



		

		COD

		9,303kg/日

		できる限り削減

		H30

		8,732kg/日



		

		

		

		

		R1

		9,901kg/日



		

		窒素

		12,175kg/日

		

		H30

		11,904kg/日



		

		

		

		

		R1

		13,081kg/日



		

		リン

		728kg/日

		

		H30

		682kg/日



		

		

		

		

		R1

		709kg/日



		用紙類使用量の削減

		1,881ｔ

		△5％

		1,916ｔ

＋1.8％



		古紙の資源化率

		95.9％

		できる限り増加

		95.6％



		厨房を有する施設等における生ごみ資源化率

		86.3％

		できる限り増加

		56.3％



		非グリーン購入件数

		483件

		できる限り削減

		545件



		緑化の推進

		7箇所

2.0ha

		緑化面積の確保

		8箇所

1.5ha



		雨水流出の抑制

		101件

 31,882.2m3

		雨水の貯留

浸透量の確保

		65件

40,271.9m3



		業務用ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等からのフロン類漏えい量

		3,327t-CO₂

		できる限り削減

		2,314.6t-CO₂





※１　「エコドライブ講座受講者数」は、平成30年度以降の累計とする。

※２　「大気汚染の管理」は、「令和元年度実績」として平成30年度の実績を、「基準年度」として平成27年度の実績をそれぞれ記載した。

※３　「水質汚濁の管理」は、集計の関係上、「平成30年度実績」及び「令和元年度実績」を記載した。

※４　「緑化の推進」には「各年度の本市建築物の緑化地域制度申請実績」を、「雨水流出の抑制」には「各年度の本市公共施設雨水流出抑制実績」をそれぞれ記載した（いずれも単年度実績）。





３　令和２年度から令和４年度までの目標設定

名古屋市環境行動計画2030」に基づき、「最終エネルギー消費量の削減割合」と「用紙類使用量の削減」の二項目について、自然増減（施設の新設・廃止等）を考慮した上で目標を設定した。令和２年度から令和４年度までの目標は、以下のとおりである。

		区　分

		基準年度実績

		令和12年度目標

		目　標



		

		

		

		令和2年度

		令和3年度

		令和4年度



		最終エネルギー消費量の削減

		9,099 GJ

(平成25年度)

		△20％

		△6.3％

		△7.1％

		△7.9％



		用紙類使用量

の削減

		1,881 t

(平成28年度)

		△5％

		　1.2％

		　0.1％

		△1.1％









４　今後の方向性

　温室効果ガス排出量及び最終エネルギー消費量については、LED照明や省エネルギー機器の導入促進等のエネルギー使用量を減らす取組とあわせて、省エネ建築や環境に配慮したエネルギーの導入を進めていく。

用紙類使用量については、日常の事務に係る用紙類使用量について、電子決裁の推進等の電子化を中心とした削減の取組を進めていく。

なお、各局室区における取組や事例については、実績報告等による定期的な把握・点検・評価を実施し、研修やイントラネット等を通じて水平展開していく。





ごみ処理事業	(556)





H25	26	27	28	29	30	R1	-256.89908165371901	-260.18952191614699	-227.738000094607	-257.528331217252	-327.67599999999999	-463.35127614569302	-556.051031882963	上下水道事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	2673.2232260442702	2549.3304143774099	2538.8511748880201	2559.4184523880999	2572.3039093000002	2538.5379986634098	2559.2288700146701	市バス・地下鉄事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	3055.953975334	3029.0898297332001	3051.2615637890199	3021.0593025057001	2996.6519745648002	2973.6307052019001	2942.5361045253003	一般事務事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	3627.0112217962101	3520.8187382012802	3493.81414665279	3654.4490747438599	3683.8344648628999	3588.1021355171001	3458.3123426911998	

H25	26	27	28	29	30	R1	9099.2893415207618	8839.0494603957432	8856.188885235224	8977.3984984204071	8925.1143487277004	8636.9195632367173	8404.0262853482072	





ごみ処理事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	R12	28.782301530078598	26.2754293271046	28.067971441392999	27.534867347050199	30.2126453028642	29.531293685341701	29.628593588640197	24.595517988570801	上下水道事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	R12	18.505350678831	17.812678628303601	17.582973113718801	18.198611999733199	17.890230974825698	17.627005122489699	17.3097448430219	14.246750678831001	市バス・地下鉄事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	R12	16.789923667507001	16.5610555896676	16.313627394871801	15.9418365377787	15.809628255963901	15.53632318737	14.967187617688099	12.313290351869799	一般事務事業	

H25	26	27	28	29	30	R1	R12	17.949243053587299	17.1479352725792	17.250405751935499	17.637679266688799	17.443731281126698	17.352405248827999	16.214376196096701	10.886034600967699	

H25	26	27	28	29	30	R1	R12	82.026818930003898	77.797098817655012	79.214977701919096	79.312995151250902	81.356235814780504	80.047027244029408	78.119902245446895	62.041593620239304	（年度）





（万t-CO₂）
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